
内子町人事行政の運営等の状況について 

 

１.任免及び職員数に関する状況 

（１）職員の採用の状況（令和 2年 4月 1日現在） 

 

 

 

 

（２）職員の退職の状況（令和元年度） 

 

 

 

 

 

（３）部門別職員数の状況と主な増減理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （注）1 職員数は一般職に属する職員数です。 

      2 [  ]内は、条例定数の合計です。 

 

区分 男性 女性 計

一般行政職 5 人 4 人 9 人

技能労務職 0 人 1 人 1 人

合計 5 人 5 人 10 人

区分 男性 女性 計

定年退職 6 人 2 人 8 人

定年前退職 2 人 4 人 6 人

再任用任期満了 1 人 1 人 2 人

合計 9 人 7 人 16 人

合　　計
231人

[ 270人 ]
232人

[ 270人 ]
△1人

[ 0人 ]
〈参考〉
　人口1万人当たり職員数　136.47　人

その他 12 人 11 人 1 人

下水道 1 人 1 人 0 人

小　　計 215 人 217 人 △ 2 人

〈参考〉
　人口1万人当たり職員数　127.02　人
　(類似団体の人口1万人当たり職員数　112.44人)

会
計
部
門

公
営
企
業
等

水　道 3 人 3 人 0 人

小　計 16 人 15 人 1 人

53 人 △ 5 人

計 167 人 164 人 3 人

〈参考〉
　人口1万人当たり職員数　98.66　人
　(類似団体の人口1万人当たり職員数　93.39 人)

△ 1 人 人事異動

商　工 13 人 10 人 3 人 人事異動

△ 2 人 人事異動

衛　生 16 人 16 人 0 人 退職

民　主 50 人 45 人 5 人 人事異動

0 人

総　務 45 人 47 人 △ 2 人 派遣職員（愛媛県、愛媛地方税滞納整理機構）

0 人

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議　会 2 人 2 人

税　務 10 人 10 人

農　林 14 人 16 人

土　木 17 人 18 人

教育部門 48 人

部　門　　　　　　　　　　区　分
職　　員　　数

対前年
増減数

主　な　増　減　理　由
令和２年度 令和元年度



 

（４）年齢別職員の構成の状況（令和 2年 4月 1日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２.給与の状況 

（１）総括 

   ア 人件費の状況（普通会計決算） 

 

 

 

 

 

 

   イ 職員給与費の状況（普通会計決算） 

 

 

 

 

   （注）1 職員手当には退職手当を含んでいません。 

      2 給与費は当初予算に計上された数値であり、令和 2年 4月 1日の実職員数とは一致しません。 

 

 

 

 

3.5 % 100.0%5.6 % 9.1 % 12.6 % 15.6 % 12.1 % 11.3 %構成比 0.0 % 7.8 % 7.4 % 7.4 % 7.8 %

29 人 36 人 28 人 26 人 8 人 231 人

60歳

以上

計

職員数 0 人 18 人 17 人 17 人 18 人 13 人 21 人

36歳
～

39歳

40歳
～

43歳

44歳
～

47歳

48歳
～

51歳

52歳
～

55歳

56歳
～

59歳
区　分

20歳

未満

20歳
～

23歳

24歳
～

27歳

28歳
～

31歳

32歳
～

35歳

区分
住民基本台帳

人口
（令和2年3月31日）

歳出額
　　　A

人件費
　　　B

人件費率
B/A

（参考）
平成30年度の人件費率

17.1%令和元年度 16,234 人 10,145,558 千円 1,736,142 千円 17.1%

給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　B

令和元年度 213 人 723,121 千円 133,283 千円 284,640 千円 1,141,044 千円 5,358 千円

区分
職員数

　
A

給与費 一人当たりの給与費
　　　　　　　B/A



 

   ウ ラスパイレス指数の状況（各年 4月 1日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （注）1 ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職

員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一） 適用職員の俸

給月額を 100として計算した指数です。 

      2 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したもので

す。 

 

 

（２）職員の平均給与月額、初任給等の状況 

   ア 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和 2年 4月 1 日現在） 

    ①一般行政職 

 

 

 

 

    ②技能労務職 

 

 

 

    （注）1 「平均給料月額」とは、令和２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。 

       2 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などすべて

の諸手当の合計したもので、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。 

 

   イ 職員の初任給の状況（令和 2年 4月 1日現在） 

 

 

 

 

 

 

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

44.4歳 305,700 円 355,079 円

区　分

内子町

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

52.5歳 257,153 円 270,777 円

区　分

内子町

内子町 国

大学卒 171,700 円 182,200 円

高校卒 150,600 円 150,600 円

高校卒 139,900 円 ー

中学卒 136,100 円 ー

区分

一般行政職

技能労務職



 

   ウ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和 2年 4月 1日現在） 

 

 

 

 

 

  

（３）職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （注）1 内子町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

       2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

大学卒 257,300 円 298,200 円 319,600 円

高校卒 236,200 円 258,300 円 303,000 円

高校卒 ー ー ー

中学卒 ー 206,600 円 ー

技能労務職

区分

一般行政職

６級 課長、議会事務局長等 9 人 3.9 %

合計 231 人 100.0 %

４級 課長補佐、班長、室長、所長、園長等 31 人 13.4 %

５級 課長、主幹、専門員、園長等 21 人 9.1 %

２級 主事、技師、保育士、教諭等 21 人 9.1 %

３級 主査、係長、上級保育士、上級教諭、主任保育士、上級栄養士、上級技師等 117 人 50.6 %

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比

１級 主事補、技師補、保育士、教諭 32 人 13.9 %



 

（４）職員の手当の状況 

   ア 期末手当・勤勉手当 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （注） （  ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

   イ 退職手当（令和 2年 4月 1日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

    （注）退職手当 1人当たりの平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

   ウ 特殊勤務手当（令和 2年 4月 1日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   エ 時間外勤務手当 

 

 

 

 

 

 

 

 

（加算措置の状況）
　職制上の段階、職務の級等による加算措置

（加算措置の状況）
　職制上の段階、職務の級等による加算措置

内子町 国

１人当たり平均支給額(令和元年度)
　　　　　　　　　　　　　　1,397千円

－

（令和元年度支給割合）
　　　期末手当　　　　　勤勉手当
　　　2.60月分　　　　　1.90月分
　　（1.45月分）　　　（0.87月分）

（令和元30年度支給割合）
　　　期末手当　　　　　勤勉手当
　　　2.60月分　　　　　1.90月分
　　（1.45月分）　　　（0.90月分）

内子町 国

（支給率）　　　　　自己都合　　　　応募認定・定年
勤続２０年　　　　　19.6695 月分　　 24.586875 月分
勤続２５年　　　　　28.0395 月分　　 33.27075 月分
勤続３５年　　　　　39.7575 月分　　 47.709 月分
最高限度額　　　　　47.709 月分　　  47.709 月分

その他の加算措置
定年前早期退職特別措置（5～50％加算）
１人当たり平均支給額　　5,690千円　　　　19,745千円

（支給率）　　　　　自己都合　　　　応募認定・定年
勤続２０年　　　　　19.6695 月分　　 24.586875 月分
勤続２５年　　　　　28.0395 月分　　 33.27075 月分
勤続３５年　　　　　39.7575 月分　　 47.709 月分
最高限度額　　　　　47.709 月分　　  47.709 月分

その他の加算措置
定年前早期退職特別措置（2～20％加算）

現場（危険）手当 危険の伴う作業に従事する者
土木、建築、国土調査事業及びその他
事務で危険の伴う作業に従事した場合

1日4時間以上同一作業に従事する
者に対して日額500円

感染症防疫作業手当 感染症の防疫作業に従事する者 感染症の防疫作業に従事した場合 日額1,000円

死体取扱手当 死体収容作業に従事する者 死体収容作業に従事した場合 1件当たり3,500円

手当の種類（手当数） ３種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 0円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度） 0%

支給実績（令和元年度決算） 56,705 千円

職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 340 千円

支給実績（平成３０年度決算） 60,240 千円

職員１人当たり平均支給年額（平成３０年度決算） 382 千円



 

   オ その他の手当（令和 2年 4月 1日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）特別職の報酬等の状況（令和 2年 4月 1日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （注）退職手当の「1 期の手当額」は、4 月 1 日現在の給料月額及び支給率に基づき、1 期（4 年＝48 月）勤め

た場合における退職手当の見込み額です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

78,751円

住居手当

１.借家・借間居住者
(月額12,000円を超える家賃を支払っている職
員）
限度額                      27,000円

２.持家居住者                    0円

異なる
持家居住者の単価
を愛媛県の条例を

適用している
111,864 千円 260,148円

通勤手当

１.交通機関等利用
全額支給限度額　　　　　　  55,000円

２.交通用具（自動車等）使用者
通勤距離2㎞以上の者
                   2,000円～31,600円

同じ － 12,522 千円

255,356円

手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（令和元年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

（令和元年度決算）

扶養手当

配偶者　　　　　　　　　　　 6,500円
子　　　　　　　　　　　　　10,000円
父母等　　　　　　　　　　　 6,500円
特定扶養（16歳～22歳）加算
1人について　　　　　　　　  5,000円

同じ － 29,111 千円

退
職
手
当

市区町村長
（算定方式）                           （1期の手当額）　（支給額）
　給料月額×46/100×勤続期間（月数）　　16,515,840円　　　退職後1月以内

副　町　長 　給料月額×27/100×勤続期間（月数）　　 7,840,800円　 　 退職後1月以内

議　　　員 200,800 円 250,000　円　／　195,000　円

期
末
手
当

市区町村長 　　　（令和元年度支給割合）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3.4　月分

副　町　長

議　　　長

　　　（令和元年度支給割合）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3.4  月分

副　議　長

議　　　員

区　　　分 給　　　　　料　　　　　月　　　　　額　　　　　等

給
料
報
酬

市区町村長 748,000 円
(参考)類似団体における最高／最低額

847,000　円　／　556,500　円

副　町　長 605,000 円 679,000　円　／　514,000　円

議　　　長 263,900 円 345,000　円　／　256,000　円

副　議　長 213,400 円 280,000　円　／　213,400　円



 

 ３.勤務時間その他の勤務条件の状況 

（１）勤務時間 

 

 

 

 

（２）休暇の状況 

   ア 年次有給休暇（令和元年 1月 1日～同年 12月 31日） 

 

 

 

    （注）全対象職員数とは、令和元年 1月 1日～同年 12 月 31日までの全期間を在職した一般職員に限り、この

期間の中途に採用された者及び退職した者並びに期間中に育児休業、休職の事由がある職員並びに派遣職員

を除くものとし、それらの職員を除いた職員の使用した年次有給休暇の合計数を総取得日数とします。 

 総取得日数とは、令和元年 1月 1日現在において各職員に付与された日数（前年繰越分を含む。）を全 

職員にわたって合計したものをいいます。 

 

   イ その他の休暇 

     負傷や病気による療養、選挙権の行使、結婚、出産など条例や規則で定める事由に該当する

場合には、有給の休暇を付与しています。また、職員の配偶者、父母、子、配偶者の父母等で

負傷、疾病又は障害のため介護を必要とするものを介護する場合には、無給の休暇を付与して

います。 

 

（３）休業の状況（令和元年度） 

   ア 育児休業 

    職員が 3歳に満たない子を養育するため、当該子が 3歳に達する日まで、育児のために休

業することが認められる制度です。育児休業をしている期間については、給与は支給されま

せん。 

 

 

 

   イ 部分休業 

     職員が 3 歳に満たない子を療養するため、正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて、1 日

を通じて 2時間を超えない範囲で、勤務しないことが認められる制度です。部分休業をしてい

る時間については、給与が減額されます。 

 

 

 

 

 

 

 

一週間の
勤務時間

１日の
勤務時間

始　  業 終  　業 休息時間 週休日

38時間45分 7時間45分 8時30分 17時15分 1時間 土・日曜日

総付与日数
（A）

総取得日数
（B)

全対象職員数
（C）

平均取得日数
（B）／（C）

消化率
（B）／（A）

8,101 日 2,072 日 218 人 9.50 日 25.6 %

男　 性 女　 性 合　 計

0 人 2 人 2 人

区　　　　分

育 児 休 業 取 得 者 数

男　 性 女　 性 合　 計

0 人 0 人 0 人

区　　　　分

部 分 休 業 取 得 者 数



 

 ４.勤務時間その他の勤務条件の状況 

（１）分限処分（令和元年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （注）1 地方公務員法に基づき分限処分に付された者の状況を示しています。 

      2 2以上の理由により分限処分に付された場合は、主たる処分事由により計上しています。 

 

（２）懲戒処分（令和元年度） 

 

 

 

 

 

 

 

   （注）1 地方公務員法に基づき懲戒処分に付された者の状況を示しています。 

      2 2以上の理由により懲戒処分に付された場合は、主たる処分事由により計上しています。 

 

 

 ５.勤務時間その他の勤務条件の状況 

  地方公務員法第 30条では、服務の根本基準として、「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利

益のために勤務し、且つ、職務の遂行に当たっては全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と

規定しています。この根本基準の趣旨を具体的に実現するため、同法は職員に対し、法令及び上司の

職務命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、職務上知り得た秘密を守る義務、職務に専念する義務、

政治的行為の制限、争議行為の禁止、営利企業等への従事制限など、服務上の強い制約を課していま

す。 

  内子町では、例年、職員に対し「交通法規の遵守」や「年末年始における服務規律の確保」等を通

知し、常に職員としての意識を持った行動をとるように周知・徹底しています。 

 

 

 

 

 

処　　分　　事　　由 地 方 公 務 員 法 降　任 免　職 休　職 降　給 合　計

勤務成績が良くない場合 第28条第1項第1号 0件 0件 0件 0件 0件

心身の故障の場合
第28条第1項第4号
　　　第2項第1号

0件 0件 4件 0件 4件

職に必要な適格性を欠く場合 第28条第1項第3号 0件 0件 0件 0件 0件

職制、定数の改廃、予算の減少に
より廃職、過員を生じた場合

第28条第1項第4号 0件 0件 0件 0件 0件

刑事事件に関し、起訴された場合 第28条第2項第2号 0件 0件 0件 0件 0件

失職した場合 第28条第4項 0件 0件 0件 0件 0件

0件 0件 4件 0件 4件合　　　　　計

処　　分　　事　　由 地 方 公 務 員 法 戒　告 減　給 停　職 免　職 合　計

法令に違反した場合 第29条第1項第1号 0件 0件 0件 0件 0件

職務上の義務に違反し又は職務を
怠った場合

第29条第1項第2号 0件 0件 0件 0件 0件

全体の奉仕者たるにふさわしくな
い非行があった場合

第29条第1項第3号 0件 0件 0件 0件 0件

0件 0件 0件 0件 0件合　　　　　計



 

 ６.研修及び勤務成績の評定の状況 

（１）研修の状況 

  職員の勤務能率の発揮及び増進のため、以下の研修を実施しています。 

 

 

 

 

 

 

（２）勤務成績の評定の状況 

  課長級以下の職員を対象に、例年、1月 1日から 12月 31日までの期間について勤務成績の評価

を行います。 

  勤務評定は、評定を受ける職員の所属する課長が評価者として（ただし、課長級は、副町長が

評価者となる。）、所属職員の能力、勤務態度等の評価を行い、副町長が調整者として、評価結果

の長整を行います。 

  調整した評価結果は町長が最終確認をし、勤勉手当の反映並びに昇任及び昇給等に活用してい

ます。 

 

 

 ７.福祉及び利益保護の状況 

（１）更正福利制度の状況 

  職員の健康保持及び公務能率を増進するため、地方公務員等共済組合法に基づき設置されてい

る共済組合、地方公務員法第 42条の趣旨に沿った互助会において、職員の厚生事業を実施してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）公務災害の状況（令和元年度） 

 

 

研　　　修　　　名　　　等

特定個人情報研修、交通安全研修等

階 層 別 研 修 中堅職員研修、係長級研修、管理職員研修、課長級研修等

能力開発研修 地方自治法講座、行政法講座、民法講座等

区　　　　分

職　場　内　研　修

職場外研修

区　　　分 負　担　金　額

愛媛県市町村職員共済組合 239,118 千円

愛媛県公立学校共済組合 13,388 千円

愛 媛 県 市 町 村 互 助 会 1,543 千円

公務災害 通勤災害 計

4件 0件 4件


